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Ⅰ ファンドの運用状況

１.

(1)資産内訳 （百万円未満切捨て）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

(2)設定・解約実績 （千口未満切捨て）

千口 千口 千口 千口

(3)基準価額

口当り基準価額

百万円 百万円 百万円 円

２．会計方針の変更

① 会計基準等の改正に伴う変更 有・無

② ①以外の変更 有・無

1

東証

（（③/当中間計算期間末（前計算期末）
発行済口数）×100)

0 27,858

100

(100)68

解約口数（③）

純資産
（③(①-②))

2,287平成27年1月中間期 (97.1)

株式

平成27年1月中間期の運用状況　(平成26年7月9日～平成27年1月8日)

平成27年7月期　中間決算短信 （平成26年7月9日～平成27年1月8日）

(2.9)

(1.6)26

当中間計算期間末
発行済口数
（①+②-③）

2,355

1,723 (100)

現金・預金・その他の資産
（負債控除後）

主要投資資産 合計（純資産）

1,696平成26年7月期

前計算期間末
発行済口数（①）

設定口数（②）

平成27年1月中間期 12,858

総資産
（①）

負債
（②）

15,000

2,605 250 8,456

13,4028

2,355

(98.4)

1,731

平成27年1月中間期

平成26年7月期 1,723



NEXT FUNDS ロシア株式指数・RTS 連動型上場投信(1324) 平成 27 年 7 月期 中間決算短信

2

Ⅱ 中間財務諸表等

ＮＥＸＴ ＦＵＮＤＳ ロシア株式指数・ＲＴＳ連動型上場投信

（１）【中間貸借対照表】
（単位：円）

第 6期

(平成 26年 7月 8日現在)

第 7期中間計算期間末

(平成 27年 1月 8日現在)

資産の部

流動資産

預金 14,680,496 37,539,489

コール・ローン 10,953,649 271,117,982

株式 1,696,391,521 2,287,411,214

派生商品評価勘定 - 191,900

未収配当金 9,640,635 9,664,379

未収利息 19 531

流動資産合計 1,731,666,320 2,605,925,495

資産合計 1,731,666,320 2,605,925,495

負債の部

流動負債

派生商品評価勘定 - 56,640

未払金 - 241,541,976

未払受託者報酬 425,996 434,208

未払委託者報酬 7,667,909 7,815,628

その他未払費用 298,502 302,920

流動負債合計 8,392,407 250,151,372

負債合計 8,392,407 250,151,372

純資産の部

元本等

元本 2,957,466,500 6,407,466,500

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） △1,234,192,587 △4,051,692,377

元本等合計 1,723,273,913 2,355,774,123

純資産合計 1,723,273,913 2,355,774,123

負債純資産合計 1,731,666,320 2,605,925,495

（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第 6 期中間計算期間

自 平成 25 年 7月 9日

至 平成 26 年 1月 8日

第 7期中間計算期間

自 平成 26年 7月 9日

至 平成 27年 1月 8日

営業収益

受取配当金 - 55,378,265

受取利息 4,182 11,200

有価証券売買等損益 209,461,000 △947,528,655

為替差損益 - 304,037,990

その他収益 788,775 112,710

営業収益合計 210,253,957 △587,988,490

営業費用
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受託者報酬 475,224 434,208

委託者報酬 8,554,022 7,815,628

その他費用 614,518 5,731,464

営業費用合計 9,643,764 13,981,300

営業利益又は営業損失（△） 200,610,193 △601,969,790

経常利益又は経常損失（△） 200,610,193 △601,969,790

中間純利益又は中間純損失（△） 200,610,193 △601,969,790

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う中間純損失金額の分配額（△）
- -

期首剰余金又は期首欠損金（△） △1,305,838,216 △1,234,192,587

剰余金増加額又は欠損金減少額 - -

剰余金減少額又は欠損金増加額 - 2,215,530,000

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増

加額
- 2,215,530,000

分配金 - -

中間剰余金又は中間欠損金（△） △1,105,228,023 △4,051,692,377

（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.運用資産の評価基準及び評価方法 株式

原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、市場価格のある有価証券についてはその最終相場(計算日

に最終相場のない場合には、直近の日の最終相場)で評価しております。

為替予約取引

計算日において予約為替の受渡日の対顧客先物相場の仲値で評価しております。

２.外貨建資産・負債の本邦通貨への換

算基準

信託財産に属する外貨建資産・負債の円換算は、原則として、わが国における計算

期間末日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算しております。

３.費用・収益の計上基準 受取配当金

受取配当金は、原則として配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金額を

計上しております。

有価証券売買等損益

約定日基準で計上しております。

為替差損益

約定日基準で計上しております。

４.金融商品の時価等に関する事項の補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

また、デリバティブ取引に関する契約額等は、あくまでもデリバティブ取引におけ

る名目的な契約額または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取

引の市場リスクの大きさを示すものではありません。

５.その他 当ファンドの中間計算期間は、平成 26 年 7 月 9 日から平成 27 年 1 月 8 日までと

なっております。

（中間貸借対照表に関する注記）

第 6期

平成 26 年 7月 8日現在

第 7期中間計算期間末

平成 27 年 1 月 8日現在

１. 計算期間の末日における受益権の総数 １. 中間計算期間の末日における受益権の総数

12,858,550口 27,858,550口

２. 投資信託財産計算規則第 55条の 6第 1項第 10 号に規

定する額

２. 投資信託財産計算規則第 55条の 6第 1項第 10 号に規

定する額

元本の欠損 1,234,192,587 円 元本の欠損 4,051,692,377 円

３. 計算期間の末日における 1単位当たりの純資産の額 ３. 中間計算期間の末日における 1単位当たりの純資産の

額

1口当たり純資産額 134.02円 1 口当たり純資産額 84.56 円
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(100 口当たり純資産額) (13,402 円) (100 口当たり純資産額) (8,456円)

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

第 6期

平成 26 年 7月 8日現在

第 7期中間計算期間末

平成 27 年 1 月 8日現在

１．貸借対照表計上額、時価及び差額 １．中間貸借対照表計上額、時価及び差額

貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価し

ているため、貸借対照表計上額と時価との差額はありませ

ん。

中間貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評

価しているため、中間貸借対照表計上額と時価との差額は

ありません。

２．時価の算定方法 ２．時価の算定方法

株式

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載して

おります。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時

価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。

株式

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載して

おります。

派生商品評価勘定

デリバティブ取引については、（その他の注記）の ２

デリバティブ取引関係に記載しております。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時

価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。

（その他の注記）

１ 元本の移動

第 6期

自 平成 25 年 7月 9日

至 平成 26 年 7月 8日

第 7期中間計算期間

自 平成26 年 7月 9 日

至 平成27 年 1月 8 日

期首元本額 2,957,466,500 円期首元本額 2,957,466,500 円

期中追加設定元本額 0 円期中追加設定元本額 3,450,000,000 円

期中一部解約元本額 0 円期中一部解約元本額 0円

２ デリバティブ取引関係

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

種類

第 6期(平成 26年 7月 8 日現在) 第 7期中間計算期間末(平成 27年 1月 8 日現在)

契約額等（円）

時価（円） 評価損益（円）

契約額等（円）

時価（円） 評価損益（円）うち 1 年

超

うち 1 年

超

市場取引以外の取引

為替予約取引

買建 － － － － 255,487,740 － 255,623,000 135,260

米ドル － － － － 255,487,740 － 255,623,000 135,260

合計 － － － － 255,487,740 － 255,623,000 135,260

（注）時価の算定方法

１為替予約取引

1)計算日において対顧客先物相場の仲値が発表されている外貨については以下のように評価しております。

①計算日において為替予約の受渡日（以下「当該日」といいます）の対顧客先物相場の仲値が発表されている場合

は、当該為替予約は当該仲値で評価しております。

②計算日において当該日の対顧客先物相場の仲値が発表されていない場合は、以下の方法によっております。

・計算日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されている場合には、当該日に最も近い前後二つの対顧客先物

相場の仲値をもとに計算したレートを用いております。

・計算日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い発表されている対顧

客先物相場の仲値を用いております。

2)計算日に対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については、計算日の対顧客相場の仲値で評価しておりま

す。

※上記取引でヘッジ会計が適用されているものはございません。


